




 

著作物等を例外的に無断で利用できる場合 
 

 

①「私的使用」関係 

 

  私的使用のためのコピー (第30条)  「テレビ番組を録画予約しておいて後日自分で見る場合

」などのように「家庭内など限られた範囲内で、仕事以外の

目的に使用することを目的として、使用する本人がコピー

する場合」の例外。 

 なお、政令（著作権法施行令）で定めるデジタル方式の

録音録画機器・媒体を用いる場合には、著作権者に「補償

金」を支払う必要があるが、これらの機器・媒体については

、販売価格に「補償金」があらかじめ上乗せされているので

、利用者が改めて「補償金」を支払う必要はない。 
 

②「教育」関係 

 

「教育機関」でのコピー（第35条）  学校・公民館などで教員等が教材作成などを行うために

コピーする場合の例外。 
「検定教科書」等への掲載（第33条）  「検定教科書」等に掲載するための例外。 
「学校教育番組」の放送（第34条）  学校向けの「放送番組」「有線放送番組」の中で放送する

場合の例外。 
「試験問題」としてのコピー(第36条）  「入学試験」などの問題としてコピーする場合の例外。 

 

③「図書館」関係 

 

 「図書館」等でのコピー（第31条）

 

 「公立図書館」（大学図書館を含む。）などでコピーする場

合の例外。 

 【条件】 

ア 政令で定める図書館等であること 

イ 「営利」を目的としないコピーであること 

ウ コピー行為の「主体」が図書館等であること 

エ その図書館等が所蔵している資料をコピーすること 

オ 次のいずれかの場合であること 

 ・調査研究を行う利用者の求めに応じて，既に公表され 

 ている著作物の一部分（既に次号が発行されている雑  

  誌の中の著作物については，全部でもよい）を，一人に 

  つき一部提供する場合 

  ・図書館資料の保存のために必要がある場合 

 ・他の図書館の求めに応じ，絶版その他これに準ずる理 

  由により一般に入手することが困難な図書館資料のコ  

  ピーを提供する場合 
 

④「福祉」関係 

 

 「点訳」のためのコピー          

 （第37条第１項） 
 著作物を「点字」に訳してコピーする場合の例外。 

 「点字データ」の蓄積・送信     

  （第37条第2項） 
 著作物を「点字データ」にしてインターネット等を通じて送

信（放送・有線放送を除く）するため、サーバーに「蓄積」し

たり、「送信可能化」「公衆送信」する場合の例外。 
「録音図書」等の製作（第37条第3項）  視覚障害者のための「録音図書」等を製作する（録音によ

りコピーする）場合の例外。 
「字幕」の自動公衆送信（第37条の2）  聴覚障害者のために、放送番組・有線放送番組の「リア

ルタイム字幕」を送信する場合の例外。 
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⑤「報道」関係等 

 

「時事の事件」の報道のための利用（

第41条） 
 「時事の事件」を「報道」する場合の例外。 

 「行政機関での公開演説」等の報道

のための利用（第40条第2項） 
 国・地方公共団体の行政機関、独立行政法人で行われ

た演説・陳述を、「報道目的」で利用する場合の例外 
 「情報公開法」に基づく「開示」等

のための利用（第42条の2） 
 「情報公開法」等に基づき情報（著作物）の「開示」を行う

場合の例外。 
 

⑥「立法」「司法」「行政」関係 

 

 「立法」「司法」「行政」のための

内部資料としてのコピー（第42条） 
 「裁判」の手続きや、「立法」「行政」の目的のための「内部

資料」としてコピーする場合の例外。 
 

⑦「非営利・無料」の場合の「上演」「演奏」「上映」「口述」「貸与」等関係 

 

 非営利・無料の場合の「上演」「演

奏」「口述」「上映」（第38条第1項）

 学校の学芸会、市民グループの発表会、公民館での上

映会、インターネット画面のディスプレイなど、非営利・無料

の利用の場合の例外。 
 非営利・無料の場合の「本などの貸

与」（第38条第4項） 
 図書館による「本の貸し出し」などの場合の例外。 

 非営利・無料の場合の「ビデオなど

の貸与」（第38条第5項） 
 ビデオライブラリーなどによる「ビデオの貸し出し」などの

場合の例外。 
 非営利・無料の場合の「放送番組等

の伝達」（第38条第3項） 
 喫茶店に置いてあるテレビなど、受信機を用いて、放送・

有線放送される著作物を「公に伝達」する場合の例外。 
 非営利・無料の場合の「放送番組の

有線放送」（第38条第2項） 
 「難視聴解消」や「共用アンテナからマンション内への配

信」など、放送を受信して直ちに有線放送する場合の例外

。 
 

⑧「引用」「転載」関係 

 

 「引用」のためのコピー          

 （第32条第１項） 
 他人の主張や資料等を「引用」する場合の例外。 

 「行政の広報資料」等の転載      

 （第32条第2項） 
 国・地方公共団体の行政機関、独立行政法人の「広報資

料」「調査統計資料」「報告書」などを、「新聞」「雑誌」など

の刊行物に転載する場合の例外。 
 「新聞の論説」等の転載（第39条）  新聞等に掲載・発行された「論説」を、他の新聞等への転

載、放送・有線放送する場合の例外。 
 「政治上の演説」「裁判での陳述」

の利用（第40条第1項） 
 「政治上の演説・陳述」や「裁判での陳述」を、様々な方

法で利用する場合の例外。 
 

⑨「美術品」「写真」「建築」関係 

 

 「美術品」のオリジナル等の所有

者による「展示」（第45条） 
 「美術品」「写真」のオリジナル（原作品）の「所有者」等が

公の「展示」を行う場合の例外。 
 屋外設置の「美術品」「建築物」の

利用（第46条） 
 一般公衆の見やすい屋外の場所に恒常的に設置されて

いる「美術品」や「建築の著作物」を利用する場合の例外。

美術展の「小冊子」の製作（第47条）  「美術品」「写真」のオリジナル（原作品）を展示するときに

、解説・紹介のための「小冊子」に作品をコピーする場合の

例外。 
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⑩「コンピュータ・プログラム」関係 

 

  プログラムの所有者によるコピー

など（第47条の2） 
 プログラムの所有者が、バックアップコピーやプログラムの

修正、改良を行う場合の例外。 
 

⑪「放送局」「有線放送局」関係 

 

 「放送局」や「有線放送局」の一時

的なコピー（第44条） 
 「放送局」や「有線放送局」が放送や有線放送をするため

に一時的にコピー（録音・録画）をする場合の例外。 
 



「クリエーター」と「ユーザー」の爆発的拡大 
 

 
クリエーター 

作曲家 
画家 
脚本家など 

 

 
                                              
              
                                               

 
ユーザー 

出版社 
放送局 
映画会社など 

 

 
 
 
 

 
クリエーター 

作曲家 
画家 
脚本家など 

 多くの人々・企業がデジタルカメラ 
 やパソコンで著作物等を創作 

 

 
                                                                    
                                               

 

 
ユーザー 

出版社 
放送局 
映画会社など 

 多くの人々・企業がホームページや 
 製品に既存の著作物等を利用 

 
                                             

１億人が利用できる「契約システム」が必要 

著作権が必要なのは一部の「プロ」のみ

業界内の慣行等による契約 

等の爆発

的普及 

デジタル機器 
コンピュータ 
インターネット

「クリエータ」   の爆発的 
「ユーザー」    拡大 

 
 

１億人に著作権の「知識」が必要 
 
 
 

－６－ 



イインンタターーネネッットトへへのの対対応応  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ファイル交換ソフトにも対応） 

全体について著作権

法がインターネット

に対応しているの

は、世界で日本のみ 

（WIPO が新条約

を検討中） 

 
 
 
日本の提案等によ

り、WIPO が平成 8
年(1996 年)に「イン

ターネット条約」を

採択 
 

昭和 61 年(1986 年)にインターネット対応済み 
（世界初） 

平成 14 年(2002 年)にインターネット対応済み 
（世界初） 

平成 9 年(1997 年)にインターネット対応済み 
（先進国中初） 

・実演家 
・レコード製作者 
・放送局 
・有線放送局 

著作隣接権 

著作権 
(著作者の権利) 

著作権 

「インターネットでの無断送信」を防止する権利の付与 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（「著作物」「実演」「レコード」「放送番組」「有線放送番組」の全て

について、このような法整備を終えているのは、世界で日本のみ） 
 

（「インターネット条約」に明記） 
回避・改ざん等を禁止 
平成 11 年(1999 年)法改正 

（権利者名等を「隠しネーム」のように埋め込む技術） 

（コピーや送信をできないように「鍵」をかける技術） 

「電子透かし」等 

「コピープロテクション」等 

「侵害」の「発見・立証」が困難な状況への対応 

－７－ 



 

 

  著著作作権権政政策策のの「「戦戦略略５５分分野野」」  

 
 
 

 
 

 
「例外」のルール 

「権利」のルール 

法律ルールの整備 

ＩＴ活用の促進 

契約システムの改善 

円滑な流通の促進 

国際的ルール 
づくりへの参画 

アジア地域にお 
ける海賊版対策 

国際的課題への対応 

 
 
 
 

総合的普及啓発 学校教育 

教育の充実 

その他のシステム 裁判手続の改善 

司法救済制度の充実 

（参考） 

著作権政策の「戦略５分野」と「知的財産戦略大綱」の記述及び「知的財産基本法」の条文 

 「知的財産戦略大綱」の記述（要旨） 「知的財産基本法」の条文 

Ａ
「
法
律
ル
ー
ル
」 

の
整
備 

 

・デジタル情報が強力に保護されなければ、デジタル・コンテンツ産

業は成立しない。 

・基本的価値に留意しつつ、バランスのとれた制度を目指さなければ

ならない。 

・国際的にも条約の検討が進められている、放送事業者の権利の拡充

や、実演家の権利の拡充など、ネットワーク上での著作権の保護強

化について検討を行い、遅くとも条約採択後に所要の措置をとる。

 

第18条 国は、インターネットの普及その他社会経済情勢の変化に伴う知的財産の

利用方法の多様化に的確に対応した知的財産権の適正な保護が図られるよう、権

利の内容の見直し、事業者の技術的保護手段の開発及び利用に対する支援その他

必要な施策を講ずるものとする。 

第10条 知的財産の保護及び活用に関する施策を推進するに当たっては、その公正

な利用及び公共の利益の確保に留意するとともに、公正かつ自由な競争の促進が

図られるよう配慮するものとする。 

Ｂ
「
円
滑
な
流
通
」 

 
 
 
 
 

の
促
進 

 

・我が国においては、創作時・利用時における「契約システム」が十

分に機能していない面があるため、著作物の円滑な流通に支障が生

じている。 

・有効なセキュリティ技術の開発、契約システムの構築等、適切な仕

組みを確立すべきである。 

・著作物の円滑な流通を促進し、積極的にそれが活用されるよう、契

約システムや権利者の意思表示システムの構築を図るべきである。

 

第19条 国は、事業者が知的財産を活用した新たな事業の創出及び当該事業の円滑

な実施を図ることができるよう、知的財産の適正な評価方法の確立、事業者に参

考となるべき経営上の指針の策定その他事業者が知的財産を有効かつ適正に活用

することができる環境の整備に必要な施策を講ずるものとする。 

Ｃ
「
国
際
的
課
題
」 

へ
の
対
応 

 

・海外における音楽、ゲームソフト等の違法な知的財産権侵害製品（模

倣品、海賊版）が我が国経済に与える損失はきわめて大きく、これ

を看過することはできない。 

・侵害が発生している国の中央政府等に対し、多国間の枠組みの活用、

二国間交渉等を通じて知的財産権の保護強化を迫るべきである。 

・情報伝達技術の発展等に伴い、知的財産の国際的保護水準の適正化

や制度間の調和が求められている。 

・二国間・多国間の枠組みを通じた新たな国際ルールづくりや、開発

途上国の制度整備支援等の取組を推進すべきである。 
 

 

第16条  

２ 国は、本邦の法令に基づいて設立された法人その他の団体又は日本の国籍を

有する者の有する知的財産が外国において適正に保護されない場合には、当該

外国政府、国際機関及び関係団体と状況に応じて連携を図りつつ、知的財産に

関する条約に定める権利の的確な行使その他必要な措置を講ずるものとする。

第17条 国は、知的財産に関する国際機関その他の国際的な枠組みへの協力を通じ

て、各国政府と共同して国際的に整合のとれた知的財産に係る制度の構築に努め

るとともに、知的財産の保護に関する制度の整備が十分に行われていない国又は

地域において、本邦法人等が迅速かつ確実に知的財産権の取得又は行使をするこ

とができる環境が整備されるよう必要な施策を講ずるものとする。 

Ｄ
「
著
作
権
教
育
」

の
充
実

 

・初等中等教育における知的財産に関する教育の推進を図る。 

・広く国民に対し、知的財産に関する知識と意識の普及を図るための

総合的な事業を実施する。 

 

第21条 国は、国民が広く知的財産に関する理解と関心を深めることにより、知的

財産権が尊重される社会を実現できるよう、知的財産に関する教育及び学習の振

興並びに広報活動等を通じた知的財産に関する知識の普及のために必要な施策を

講ずるものとする。 

Ｅ
「
司
法
救
済
制
度
」 

の
充
実 

 

・権利を持っていても、現実には権利行使が極めて難しい状況が生じ

つつある中、権利行使の実効性確保が大きな課題となっている。 

・訴訟制度の改善等、デジタルコンテンツの適切な保護の仕組みを確

立すべきである。 

・知的財産権の保護を強化し、「侵害し得」の社会からの脱却を目指す

観点から、望ましい損害の認定制度の在り方について、２００５年

度までに検討を行い、結論を得る。 

 

第15条 国は、経済社会における知的財産の活用の進展に伴い、知的財産権の保護

に関し司法の果たすべき役割がより重要となることにかんがみ、知的財産権に関す

る事件について、訴訟手続の一層の充実及び迅速化、裁判所の専門的な処理体制の

整備並びに裁判外における紛争処理制度の拡充を図るために必要な施策を講ずる

ものとする。 

 

－８－ 



 

 
著著作作権権政政策策のの「「戦戦略略５５分分野野」」とと「「著著作作権権分分科科会会」」のの「「審審議議経経過過報報告告」」  

 
 「戦略５分野」 「著作権分科会」の「審議経過報告」（主な事項） 

 
 
 
 

 
 

「例外」のルール 

「権利」のルール 

法律ルールの整備 
● 映画の著作物の保護期間の延長 
○ コピーコントロール技術の導入拡大等 
○ 「私的録音録画補償金制度」の見直し 
● 教育の情報化等に対応するため、「例外的な無許諾利用」の範囲を拡大 

 ①コンピュータ教室等での「児童生徒」等によるコピー 
 ②「遠隔授業」における教材等の送信 
 ③「インターネット試験」等での試験問題の送信 
 ④ボランティア等による「拡大教科書」の作成 
   

○ 図書館からの貸出に係る補償金制度（いわゆる公貸権）の拡大 
○ 映像コンテンツの保護強化のため、「公衆向けビデオ上映会」を例外的に

無許諾で行える範囲を、学校における上映等に限定 
 

 

 
 
 

 
 
 

 

ＩＴ活用の促進 

契約システムの改善 

円滑な流通の促進 
 
○ 「ビジネスモデル」及び「契約システム」の構築に対する支援 
○ 権利者の意思を正確・簡単に伝えられる意思表示システムの開発 
 
 

 

 
○ 二国間協議の実施、侵害発生国における関係者の意識向上、コンテンツ海

外流通促進機構への支援等海賊版を防止・撲滅するための重点施策を提言 
○ 視聴覚的実演や放送機関に関する条約の早期策定に向けての積極的貢献 
 国際的ルール 

づくりへの参画 

アジア地域にお 
ける海賊版対策 

国際的課題への対応 

 
○ 著作権教育の基本的な目標の設定と「すべての人々」に係る目標、「学校

教育」に係る目標、「大学教育」に係る目標等の具体化 
 
 
 

総合的普及啓発 

学校教育 

教育の充実 

 
● 「侵害行為」の立証負担の軽減 
● 「損害額」の立証負担の軽減 
 

 その他のシステム 

裁判手続の改善 

司法救済制度の充実 

※ ●は今回の法改正事項 
－９－ 



 
 
 

著作権法の一部を改正する法律の概要 

 

 

 

 
Ⅰ 改正の趣旨 
     

 

 

 
 

 

「知的財産戦略大綱」及び「知的財産基本法」を踏まえ、知的財産戦略を推進す

るための法整備を行う。 

 
Ⅱ 改正の概要  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （１）「映画の著作物」の保護の強化  
 

アニメ、ビデオ、映画、ゲームソフトなど、我が国が強い競争力を持つ「映画の

著作物」について、内外における保護を強化するため、保護期間を「公表後50年」

から「公表後70年」に延長する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 （２）教育機関等での著作物活用の促進  
 

教育の情報化等に対応して各種著作物の活用を促進するため、以下について

「例外的な無許諾利用」ができる範囲を拡大する。 

 

・ コンピュータ教室等での「児童生徒」等による複製 

・ 「遠隔授業」における教材等の送信 

・ 「インターネット試験」等での試験問題の送信 

・ ボランティア等による「拡大教科書」の作成 

 

  （３）著作権侵害に対する司法救済の充実  
 

①権利者による「侵害行為の立証負担」を軽減するため、被告が侵害行為を否認す

る場合には、単純に否認するだけでは足りず、被告自身が自己の行為の具体的態

様を説明しなければならないこととする。 
 

  ②権利者による「損害額の立証負担」を軽減するため、「海賊版の販売数」×「正

規品の単位当たり利益」を損害額として算定できるような、新たな「損害額算定

制度」を導入する。 
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「法律のルール」を変えていく動き 

・名誉声望を害する実演の改変 
を防ぐ権利の付与 
（実演家） 

 

・インターネットによる番組の 
無断再送信を防ぐ権利の付与 
（放送局・有線放送局） 

・映像コンテンツの 
 保護期間の延長 

[平成１５年法改正] 

［平成１４年法改正］ 

インターネットでの

無断再送信を防止し

たい 

放送コンテンツの保護 

情報・通信 

［平成１４年法改正］ 

コンテンツ

産業 

急成長中 

コンテンツを利用す

る多くの産業 

利用者側の

産業 

ゲーム，レコード， 
ビデオ，アニメ 
など 

権利を強めてほしい 

産  業 

権利を 
強める 

障害者向けの例外を

拡大してほしい 

障害者の情報アクセス拡大 

福  祉 

学校で、もっと自由に

使わせてほしい 

教 育 の 情 報 化 

教  育 

デジタル技術による

体型の改変などを防

止したい 

歌手・俳優の保護 

芸術文化 

権利を 
弱める 

[平成１２年法改正] 

 
例外の拡大 
・点字データのパソコン送信 
・テレビ字幕のリアルタイム送信 

[平成１５年法改正] 

 
例外の拡大 
・児童生徒によるコピー 
・遠隔授業での教材配信 
・拡大教科書の作成   等 

できるだけ自由に 
使えるようにしたい 
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準備中 協議中 合意 審議中 方向性決定 法改正決定 法案作成 法改正

放送事業者・有線放送事業者への「送信可能化権」の付与
（社）日本民間放送連盟、日本放
送協会

（社）日本経済団体連合会　等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

「視聴覚的実演」に係る「人格権」の創設 （社）日本芸能実演家団体協議会
（社）日本映画製作者連盟、（社）
日本映像ソフト協会　等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

「映画」の保護期間の延長 （50年→70年）
（社）日本映画製作者連盟、（社）
日本映像ソフト協会

（社）日本経済団体連合会、（社）
日本民間放送連盟、ＮＨＫ　等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

児童生徒等による複製 教育関係団体　等 著作者団体　等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

「遠隔授業」における教材等の送信 教育関係団体　等 著作者団体　等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
「インターネット試験」等での試験問題の送信 教育関係団体　等 著作者団体　等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
「拡大教科書」の作成 文部科学省初等中等教育局 著作者団体　等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
無料上映会の制限 著作者団体　等 図書館関係団体　等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●
図書館資料保存のための方式変換 図書館関係団体　等 著作者団体　等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●
図書館資料貸出に係る補償金（方向性） 著作者団体　等 図書館関係団体　等 ○ ○ ○ ○ ○

「レコード放送権」の許諾権化 （「録音前提の放送」への対応） （社）日本レコード協会 （社）日本民間放送連盟、ＮＨＫ ○ ●
構内ＬＡＮ等での教材共同利用等 教育関係団体　等 著作者団体　等 ○ ●
図書館利用者へのFAX送信、図書館資料複製に係る補償金等 図書館関係団体　等 著作者団体　等 ○ ●
図書館資料貸出に係る補償金（具体的な制度の在り方） 著作者団体　等 図書館関係団体　等 ○ ● 　 　 　
私的録音補償金制度の見直し ○ ●

「映画監督の権利」に関する法制・契約システムの整備 （協）日本映画監督協会
（社）日本映画製作者連盟、（社）
日本映像ソフト協会　等

○ ●

「俳優等の視聴覚的実演に係る財産権」の拡大の前提となる契
約システムの構築

（社）日本芸能実演家団体協議会
（社）日本映画製作者連盟、（社）
日本映像ソフト協会　等

○ ●

「輸入権」の創設（海外で合法的に作られたレコードの輸入への
対応）

（社）日本レコード協会
（社）日本経済団体連合会、著作
者団体

○ ●

「版面権」の創設 （「出版社の権利」の創設） （社）日本書籍出版協会 （社）日本経済団体連合会 ○ ●

「消尽しない譲渡権」の創設等 （「中古品の流通」をコントロール
する権利の創設）

（社）コンピュータソフトウェア著作
権協会、（社）日本書籍出版協
会、（社）日本映画製作者連盟、
（社）日本映像ソフト協会

（社）日本経済団体連合会 ○ ●

保護期間が満了した「写真」の保護の復活 写真家団体　等
（社）日本書籍出版協会、（社）日
本民間放送連盟、ＮＨＫ、（社）日
本新聞協会　等

○ ●

「書籍・雑誌等の貸与」に係る暫定措置の廃止
（社）日本雑誌協会、（社）日本書
籍出版協会

全国貸本組合連合会、レンタルコ
ミック大手等

○ ●

「マンガ喫茶等での図書の閲覧」に係る「展示権」の拡大
（社）日本雑誌協会、（社）日本書
籍出版協会

複合カフェ協会等 ○ ●

「公衆の用に供するコピー機」に係る暫定措置の廃止
（コンビニのコピー機等について使用料を徴収する契約システム
の開発）

（社）日本書籍出版協会 関係団体・業界 ●

「図書館での図書の閲覧」に係る「展示権」（報酬請求権）の拡大 （社）日本漫画家協会 （社）日本図書館協会 ●

「展示権」の拡大、「追及権」の創設 （社）日本美術家連盟
全国美術館会議、全国美術商連
合会

●

「タイプフェイス」の保護 NPO法人日本タイポグラフィ協会 関係団体・業界 ●

「保護期間」の延長

（社）日本音楽著作権協会、（社）
日本芸能実演家団体協議会、
（社）日本レコード協会、（社）音楽
出版社協会、（社）日本音楽事業
者協会、（社）音楽製作者連盟

ＮＨＫ、(社)日本民間放送連盟、
(社)日本書籍出版協会、(社)日本
図書館協会、（社）日本経済団体
連合会　等

●

関係者間で合意形成が進められつつある事項等

事　　 項 主　　 体 協議を行うべき相手方
進　　 捗 　　状 　　況

関係者間の協議 審議会での検討 国会での法改正

（○：実施済み、●：進行中）　　

＜「映像分野の著作権等に係る諸問題に関する懇談会（映像懇）」での合意に基づき行われている検討＞

＜その他＞

＜関係者間の合意が形成された課題＞

＜「著作権分科会」の提言に基づき関係者が協議中の課題＞

製造業者等団体・権利者団体
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図書館等における著作物等の利用に関する検討について 

                             平成１３年１２月１０日 

                             長 官 官 房審 議 官 決定            

 

１ 趣旨 

  図書館等における著作物等の利用に係る権利制限の見直しに関し、「図書館等におけ 

る著作物等の利用に関するワーキング・グループ」において整理された事項について、 関

係者による具体的な協議・検討を行う。 

 

２ 検討事項 

 （１）図書館等における著作物等の利用に関する権利制限の見直しについて 

 （２）その他 

 

３ 実施方法 

 （１）別紙の有識者等の協力を得て、検討を行う。 

 （２）必要に応じ、別紙以外の者に対して協力を求めるほか、関係者の意見を聞くこと   

ができるものとする。 

 

４ 実施期間 

 

  平成１３年１２月１０日から平成１５年３月３１日までとする。 

５ その他 

  この協議・検討に関する庶務は、文化庁長官官房著作権課において処理する。 

 

 

図書館等における著作物等の利用に関する検討者 

 

 金原  優     （社）日本書籍出版協会副理事長 

 

 小阪  守      全国公共図書館協議会： 

            東京都立中央図書館サービス部長 

 

 児玉 昭義     （社）日本映像ソフト協会専務理事・事務局長 

 

 酒川 玲子     （社）日本図書館協会参与（著作権担当） 

 

 土屋  俊      国公私立大学図書館協力委員会：千葉大学教授 

 

 中西 敦男      学術著作権協会常務理事 

 

 前園 主計      専門図書館協議会著作権委員会委員長 

 

 三田 誠広     （社）日本文芸家協会常務理事・知的所有権委員会委員長 

 

                                                      [氏名は五十音順] 
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文化審議会著作権分科会審議経過報告（抜粋） 

（平成１５年１月 文化審議会著作権分科会） 

 

第１章 法制問題小委員会における審議の経過 

 

（２）図書館関係の権利制限の見直し 

 

図書館関係の権利制限の見直しについて，平成１３年度においては，「図書館等に

おける著作物等の利用」についてワーキング・グループを設け，権利者側・利用者側

双方から実態や提案等を聞きつつ論点整理を行った。 

この論点整理を踏まえ，権利者・利用者の双方により「図書館等における著作物等

の利用に関する検討」を行うための当事者間の協議の場が設けられた。この協議は，

平成１４年２月から９月までに７回開催され，下記の論点について具体的な検討を行

った。 

 

 

（１）権利制限の拡大に関する論点 

    ① 図書館等が例外的に許諾を得ずにファクシミリ等の公衆送信により複製物 

      を提供できるようにすること 

    ② 「入手困難な図書館資料」に掲載された著作物の全部を例外的に許諾を得 

      ずに複製できるようにすること 

    ③ 「再生手段」の入手が困難である図書館資料を保存のため例外的に許諾を 

      得ずに複製できるようにすること 

    ④ 図書館等においても視覚障害者のために例外的に許諾を得ずに「録音図書 

      を作成できるようにすること 

    ⑤ その他 

      ア） 図書館等に設置された「インターネット端末」から図書館利用者が著 

          作物を例外的に許諾を得ずに「プリントアウト」できるようにすること 

      イ） 図書館内のみの送信を目的として図書館資料を例外的に許諾を得ずに 

          「データベース化」できるようにすること 

 

（２）権利制限の縮小に関する論点 

    ① 商業目的の「調査研究」を目的として利用者が複製を求めた場合について 

      権利制限の対象から除外すること 

    ② 図書館資料の貸出について補償金を課すこと 

    ③ 図書館等において利用者の求めに応じ行う複製について補償金を課すこと 

    ④ その他 

      ア） 公衆の用に供するコピー機を利用した私的使用のための複製を権利制 

          限の対象から除外すること 

      イ） 図書館等においてビデオ等を上映することについて権利制限の対象 

     から除外すること 
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これらの論点について，当事者間の協議の結果を踏まえ，法制問題小委員会におい

て検討を行った結果は，次のとおりである。なお，「図書館内のみの送信を目的とし

て図書館資料を例外的に許諾を得ずにデータベース化できるようにすること」につい

ては，図書館団体側が，当面法改正を求めない旨を表明したため，検討対象から除外

することとされた。 

 

○法改正を行う方向とすべき事項 

 

１）再生手段の入手が困難である図書館資料を保存のために例外的に許諾を得ず

に複製できるようにすること 

 

現行の著作権法第３１条第２号においては，図書館等が図書館資料保存のた

め必要がある場合は複製することができることを定めている。 

しかしながら，記録のための技術・媒体の急速な変化により，例えば SP レコ

ードのように，媒体の内容を再生するために必要な機器が市場で入手困難とな

り，媒体を変更して保存するための複製を行わないと事実上閲覧が不可能とな

ってしまうような状態が生じている。 

このような複製は，権利者の利益を不当に害するものとは考えられないこと

から，図書館資料として保存されている著作物を再生するために必要な機器を

入手することが困難になった場合に，その他の形式に複製して保存することを，

一定の条件の下に無許諾で行えるようにすることが適当である。 

 

２）図書館などの公共施設等において映画の著作物等を上映することについて権

利制限の対象から除外すること 

 

この事項については，当事者間の協議の場においては図書館における上映に

ついて協議を行ったが，図書館に限らず公共施設等における上映全般に関わる

事項であるため，法制問題小委員会においては検討の対象を広げ，「図書館な

どの公共施設等における映画の著作物等の上映」について検討を行った。 

現行の著作権法第３８条第１項では，著作物を非営利・無料・無報酬で上映

することについては許諾が不要とされている。 

しかしながら，ビデオ・DVD 等の普及・発達により，誰もが簡単に非営利・

無料・無報酬の上映を行うことができるようになったことから，図書館などの

公共施設等で行われる非営利・無料・無報酬の上映が商業的な映画上映等と競

合し，権利者の利益を不当に害する状況が出現しているとの指摘がある。 

また，この規定については，ベルヌ条約上の義務との関係から問題があると

内外の関係者から指摘されており，非営利・無料・無報酬の上映に係る権利制

限については，こうした問題に対応する観点から，その対象となる行為の範囲

を見直すことが必要であると思われる。ただし，その場合でも商業的な映画上

映等と競合することが少ないと思われる静止画の上映（マイクロフィッシュや

インターネットを通じて入手した画像など），学校その他の教育機関における
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授業での上映，裁判手続や立法・行政目的のために必要な上映等については，

引き続き無許諾で行えることとすることが適当である。 

なお，図書館などの公共施設等における非営利・無料・無報酬の上映につい

ては，法改正後においても商業的な映画上映等と競合しない範囲で，権利者の

許諾を得た上で，できる限り行い得るようにすることが望まれる。現行法の下

においても，すでに図書館団体と権利者団体が協議を行い，図書館が上映会を

行う条件，範囲，方法等について合意に達している例があるので，法改正後も

これに基づき，許諾を得た上での上映会が行われることが期待される。さらに，

図書館における個人ブースでの公衆向け上映についても，権利者団体が，一定

の条件の下に許諾を与えることが望まれる。 

 

    ３）図書館資料の貸出について補償金を課すこと 

 

現行の著作権法では，「映画の著作物」の非営利・無料の貸与については，

図書館等が補償金を支払うこと（いわゆる「公貸権」の付与に相当する制度）

とされている（著作権法第３８条第５項）が，一般の書籍等の映画以外の著作

物については，このような補償金の制度はない。 

しかしながら，図書館の増加，図書館における貸出数の増加等により，本の

購入が図書館からの貸出により代替される傾向が強まっており，著作権者の利

益に対する損害が大きくなっていることを理由として，図書館資料の貸出につ

いて補償金を課すことについても同様の制度を導入してほしいとの要望があ

る。 

この事項については，著作権法第３８条第５項に規定されているような非営

利・無料の貸与に係る補償金制度の対象を将来「書籍等」に拡大することによ

って対応するという方向性そのものに関しては，法制問題小委員会においては

基本的に反対はなかった。しかし，権利者側・図書館側双方に，具体的な補償

金制度等の在り方について協力して検討したいという意向があることから，当

面その検討を見守ることとし，その結論が得られた段階で，必要な法改正の内

容を具体的に定めることが適当である。 

 

 

○「意思表示」システム等により対応すべき事項 

 

次の事項については，著作者の「意思表示」システム等により対応できるものと

考えられるため，契約・流通小委員会における「権利者による『意思表示』のため

のシステムの開発・普及の在り方」の検討との連携を図りつつ，関係者間の協力に

より対応することが適当である。 

 

４）入手困難な図書館資料に掲載された著作物の全部を例外的に許諾を得ずに複

製できるようにすること 

 

現行の著作権法第３１条第１号では，図書館等は，利用者の求めに応じて発
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行後相当期間経過した定期刊行物に掲載された著作物の全部を許諾を得ずに複

製することができることとされているが，絶版その他の理由により一般に入手

することが困難な図書館資料に掲載された著作物についても，その全部を利用

者の求めに応じて許諾を得ずに複製できるようにしてほしいとの要望がある。 

この要望の理由としては，例えば，記念論文集等の市販されない論文集，テ

クニカルペーパーなど，定期刊行物以外の出版物に掲載された論文等であって

も，公益の観点から，一般に入手不可能となった場合には，図書館等が十全に

その提供を行えるようにすべきとの点があげられている。 

この事項については，当該図書館資料の利用に係る「著作者の意思表示」の

ためのシステムを，権利者側と利用者側の協力により，開発・普及することが

適当である。 

 

５）図書館等においても視覚障害者のために例外的に許諾を得ずに録音図書を作

成できるようにすること 

 

現行の著作権法第３７条第３項では，専ら視覚障害者向けの貸出の用に供す

るために，公表された著作物を許諾を得ずに録音することができる者は，点字

図書館等の施設に限定されているが，公共図書館等においても許諾を得ずに録

音できるようにしてほしいとの要望がある。 

この要望の理由としては，公共図書館においても現在録音図書の作成を行っ

ており，許諾なく録音できる主体を公共図書館に拡大することは，視覚障害者

の福祉の増進という規定の趣旨にも適うことであることがあげられている。 

この事項については，当面は，図書館団体と権利者団体が協力して，「簡便

な許諾契約システム」「事前の意思表示システム」等を構築するとともに，そ

うしたシステムの効果を評価することが適当である。 

 

６）図書館等に設置されたインターネット端末から利用者が著作物を例外的に許

諾を得ずにプリントアウトできるようにすること 

 

現行の著作権法第３０条第１項第１号では，公衆の使用に供することを目的

として設置されている自動複製機器（専ら文書又は図画の複製に供するものを

除く）を用いた複製は，私的使用の目的であっても，許諾が必要とされている

が，図書館等に設置されたコンピュータ及びプリンタを用いてインターネット

上にあり誰でもアクセスできる著作物をプリントアウトすることについては，

許諾を得ずにできるようにしてほしいとの要望がある。 

この事項は，図書館だけでなく，公共施設等に，「公衆の使用に供すること

を目的として設置」されているインターネット端末を用いたプリントアウト全

体に及ぶ問題であるが，「著作者の事前の意思表示システム」等により対応す

ることが適当である。 
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○引き続き関係者間の協議が行われる事項 

 

次の事項については，当事者間の協議に参加した関係者間で，引き続き協議を進

める意向があることから，法制問題小委員会としては，この協議の結果を待って必

要な検討を行うこととする。 

 

７）公衆の用に供するコピー機を利用した私的使用のための複製を権利制限の対

象から除外すること 

 

８）図書館等が例外的に許諾を得ずにファクシミリ等の公衆送信により複製物を

提供できるようにすること 

注：当事者間の協議においてこの事項について当事者間の協議を行う中で，

平成１３年度に著作権分科会により整理された当事者間の協議の課題 

とされた事項には含まれていないが，「利用者からの求めに応じて， 図

書館が利用者の代理人として他の図書館に図書館資料の複製を依頼 し

た場合に，当該図書館間でファクシミリ等による公衆送信を行うこ と

を権利制限の対象に加える法改正を支持すること」について，当事 者

間の意見が一致し，このことについて法制問題小委員会に報告が行 わ

れたが，法制問題小委員会においては，このような法改正を行うと の

結論には至らなかった。 

 

９）商業目的の「調査研究」を目的として利用者が複製を求めた場合について権

利制限の対象から除外すること 

 

１０）図書館等において利用者の求めに応じ行う複製について補償金を課すこと 

 

１１）図書館等においても視覚障害者のために例外的に許諾を得ずに録音図書を作

成できるようにすること（法改正の必要性については，５）における簡便な許

諾契約システム」「事前の意思表示システム」等の効果を評価した上で検討） 
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